
実施していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 交通事故死傷者数（人）※1月～12月 489 521 659 500 450
指標
成果 人身事故件数（件）※1月～12月 425 448 536 430 400
指標

人口1,000人当たりの人身事故件数（令和6年中）
他市との 刈谷市 3.5件　碧南市2.2件、西尾市1.9件、安城市3.4件、知立市3.3件、高浜市2.7件
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 73,091 63,760 61,809 41,000 合計 61,809,000 円
工事請負費 61,809,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 73,091 63,760 61,809 41,000

職員人件費　② 7,529 7,289 8,760 8,909

総事業費（①＋②） 80,620 71,049 70,569 49,909

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市基盤

基本施策 道

令

路･交通
施策体系

施策

和

の内容 道路の整備・保

６

全

目
　
　
　
的

　自動車

年

の通行及び自転車、歩

度

行者への交通

主
た
る
内

評

容

　防護柵、道路標識

価

、路面標示（区画線）

）

、
安全の推進を図る。

刈

路面のカラー塗装等の

谷

交通安全施設の新設及

市

び補修を行う。

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

務

道路法

対象者 市民 事業

事

期間 ～

実施方法 □直営

業

　■委託　□指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

４年度実績 ５年

計

度実績 ６年度実績 ７年

名

度計画

・緊急輸送道路

担

等区画線設置 ・緊急輸

当

送道路等区画線設置 ・

部

緊急輸送道路等区画線

建

設置 ・緊急輸送道路等

設

区画線設置
・生活道路

部

区画線設置 ・生活道路

一

区画線設置 ・生活道路

般

区画線設置 ・生活道路

会

区画線設置
・通学路安

計

全対策（グリーン ・通

交

学路安全対策（グリー

通

ン ・通学路安全対策（

安

グリーン ・通学路安全

全

対策（グリーン
　ベル

対

ト） 　ベルト） 　ベル

策

ト） 　ベルト）
・交通

事

安全対策（交差点カラ

業

・交通安全対策（交差

担

点カラ ・交通安全対策

当

（交差点カラ ・交通安

課

全対策（交差点カラ
　

土

ー、法定外路面標示）

木

　ー、法定外路面標示

管

） 　ー、法定外路面標

理

示） 　ー、法定外路面

課

標示）
・防護柵設置 ・

款

防護柵設置 ・防護柵設

項

置 ・防護柵設置

　緊急

目

輸送道路や幹線道路、

担

生活道路の区画線やカ

当

ラー塗装、法定外路面

係

標示などの交通安全施

道

設の新設・補修を行い

路

、

成果
道路の危険箇所

維

を解消し、安全性の確

持

保を図ることができた

係

。

　近年、様々な形態

8

のカラー舗装やボラー

2

ド設置など、新しい考

3

え方の交通安全対策が増えている。今後も情報収集に努

めながら、状況に合わせた対策を



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　通学路における事故は

令

全国でも度々発生して

和

おり、交通
・法的業務

７

高い
事故防止の需要は

年

市内でも高く、安心安

度

全な市民生活を送
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 るうえで非常に重

和

要である。
・市民生活

６

上必要である　など

　

年

公安委員会、小中学校

度

など関係機関と調整し

評

たうえで対
・コストの

価

節減、費用対効果
高い

）

策することにより、効

刈

率的で効果的な対策が

谷

可能である。
効率性 ・

市

執行体制の効率性
・手

事

段の最適性　など

　市

務

が管理する道路におい

事

て主体となり実施する

業

。
・市が主体となって

評

実施する
普通妥当性 　

価

べき事業であるか
・総

シ

合計画との整合性　な

ー

ど

　交通の安全を確保

ト

し、道路利用者が安心

（

して利用できる

施策へ

様

の ・施策への貢献度
高

式

い
ようになっている。

２

・目標達成度
貢献度 ・

）

市民サービスへの効果

会

　など

今後の方向性 □

計

拡充　■現状維持　□

名

改善・効率化　□縮小

担

　□終期設定　□休止

当

・廃止

　交通の安全を

部

確保するため、継続的

建

に事業を推進する。

設部

一般

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

会

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

計

　
評
　
価
　
∨

交通安全対策事業
担当課 土木管理課

款 項 目 担当係 道路維持係

8 2 3



4

定期点検（2巡目）の実施率（％） 67.6 100.0 ― ― ―
指標
活動 定期点検（3巡目）の実施率（％） ― ― 15.6 39.5 79.0
指標

　国土交通省から長寿命化計画が示され、補助制度も確立し全国的に進められており近隣市においても同様
他市との である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 153,910 171,850 161,872 544,383 合計 161,871,600 円
委託料 41,776,900 円

財
　
源

特定財源 71,923 103,412 112,068 456,783 工事請負費 120,094,700 円

一般財源 81,987 68,438 49,804 87,600

職員人件費　② 12,800 12,660 13,538 13,768

総事業費（①＋②） 166,710 184,510 175,410 558,151

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 道路メンテナンス事業費補助
金（国）

８年度以降の事業費見込 0 公共施設維持保全基金繰入金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市基盤

基

令

本施策 道路･交通
施策

和

体系
施策の内容 道路の

６

整備・保全

目
　
　
　
的

年

　橋りょうの点検結果

度

を反映した長寿命化修

評

主
た
る
内
容

○橋りょう

価

定期点検の実施
繕計画

）

に基づき、計画的な修

刈

繕・補修を行い､ ○橋

谷

りょう補修の実施
橋り

市

ょうの予防保全を図る

事

ことで、道路の安
全を

務

確保する。

位
置
づ
け

関

事

連計画 国土交通省イン

業

フラ長寿命化計画

根拠

評

法令 道路法

対象者 市民

価

事業期間 ～

実施方法 □

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

４年度実績

当

５年度実績 ６年度実績

部

７年度計画

・点検（2

建

巡目）　72橋 ・点検

設

（2巡目）　90橋 ・

部

点検（3巡目）　49

一

橋 ・点検（3巡目）　

般

80橋
・補修設計　　

会

   11橋 ・補修設

計

計　　    4橋 ・

橋

補修設計　　    

り

5橋 ・補修設計　　 

ょ

   1橋
・補修工事

う

　　　　5橋 ・補修工

長

事　　　　5橋 ・補修

寿

工事　　　　1橋 ・補

命

修工事　　　　2橋
・

化

修繕計画更新　 （Ｒ4

整

繰越分） （Ｒ5繰越分

備

） ・橋梁長寿命化修繕

事

計画策定
・補修工事　

業

　　  3橋 ・補修工

担

事　　　  2橋 （Ｒ

当

6繰越分）
・補修工事

課

　　　  2橋

　橋り

土

ょうの長寿命化を図る

木

とともに第三者被害の

管

防止と利用者の安全確

理

保を図ることができた

課

。また、計画的に維持

款

管

成果
理を進めること

項

で、ライフサイクルコ

目

ストを縮減し、かかる

担

経費を平準化すること

当

ができた。

　定期点検

係

の計画的な実施や予防

道

保全を考慮した適切な

路

修繕の実施に当たって

維

は、長期的な財源確保

持

が必要である。

課題

指

係

標名称（単位）
実績値

8

目標値

４年度 ５年度 ６

2

年度 ７年度 ９年度

活動



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

橋りょう点検は

令

法定で5年に1度定期

和

点検を実施することが

７

・法的業務
高い

義務付

年

けられている。また、

度

市民生活、経済活動に

（

おいて
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 橋りょ

和

うの機能維持は必要な

６

事業である。
・市民生

年

活上必要である　など

度

健全度判定の結果に応

評

じて計画を策定し、事

価

業の平準化を
・コスト

）

の節減、費用対効果
高

刈

い
図り橋りょうを補修

谷

する対応が可能となる

市

。適切な予防保
効率性

事

・執行体制の効率性 全

務

と補修工事を実施する

事

ことで施設の長寿命化

業

を図るとと
・手段の最

評

適性　など もに、計画

価

的に修繕を実施するこ

シ

とができる。

市道の道

ー

路管理者として橋りょ

ト

うの維持管理を主体的

（

に実
・市が主体となっ

様

て実施する
高い

施する

式

必要がある。
妥当性 　

２

べき事業であるか
・総

）

合計画との整合性　な

会

ど

橋りょうの健全な状

計

態を維持することで市

名

民の生命と暮ら

施策へ

担

の ・施策への貢献度
普

当

通
しや経済活動などの

部

様々な面で効果を発揮

建

している。
・目標達成

設

度
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

一

の方向性 □拡充　■現

般

状維持　■改善・効率

会

化　□縮小　□終期設

計

定　□休止・廃止

法定

橋

点検結果に基づき橋梁

り

長寿命化修繕計画を策

ょ

定して計画的に対応し

う

ていく。
今後は、整備

長

から50年以上経過す

寿

る橋梁もさらに増え、

命

補修対応を要する橋梁

化

が増えていくことも想

整

定されるため、
橋りょ

備

うの適切な維持管理や

事

ストックマネジメント

業

の内容や手法について

担

も検討していく必要が

当

ある。

課 土木

Ｃ
 

管

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

理

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 道路維持係

8 2 4



設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市基盤

基本施策

令

道路･交通
施策体系

施

和

策の内容 道路の整備・

６

保全

目
　
　
　
的

　境界

年

確定事務のうち、現地

度

境界確認作業を

主
た
る

評

内
容

　本市が管理して

価

いる公共用地（市道・

）

水路
委託し、事務の効

刈

率化を図る。 敷など）

谷

に接続する土地の所有

市

者からの土地
境界確認

事

願によって公図や仮測

務

量図の調査、
現場立会

事

および境界確定を行う

業

。

位
置
づ
け

関連計画  

評

根拠法令 不動産登記法

価

対象者 市民、土地所有

シ

者 事業期間 ～

実施方法

ー

■直営　■委託　□指

ト

定管理　□補助・助成

（

　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

４年度実

部

績 ５年度実績 ６年度実

建

績 ７年度計画

・依頼件

設

数　76件 ・依頼件数

部

　170件 ・依頼件数

一

　147件 ・依頼件数

般

　160件

　境界確定

会

業務の委託により、事

計

務の効率化を図った。

登

成果

課題

指標名称（単

記

位）
実績値 目標値

４年

事

度 ５年度 ６年度 ７年度

務

９年度

 
指標

 
指標

 

等

他市との
比較検証

委託事業
担当課 土

Ｃ

木

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

管

単位：千円
４年度 ５年

理

度 ６年度 ７年度 ６年度

課

（決算） （決算） （決

款

算） （予算） 事業費内

項

訳

事業費　① 3,53

目

7 9,976 8,08

担

8 14,366 合計 8

当

,088,201 円

係

委託料 8,088,2

施

01 円

財
　
源

特定財

設

源 0 0 0 0

一般財源 3

管

,537 9,976 8

理

,088 14,366

係

職員人件費　② 5,2

8

70 5,371 5,1

1

76 7,289

総事業

1

費（①＋②） 8,807 15,347 13,264 21,655

建



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市基盤

基本施策

令

道路･交通
施策体系

施

和

策の内容 道路の整備・

６

保全

目
　
　
　
的

　公共

年

測量、その他測量業務

度

に資する公共基

主
た
る

評

内
容

　公共基準点の機

価

能保全及び回復を行う

）

。
準点を適正に管理し

刈

、公共事業や都市開発

谷

事
業の省力化を図る。

市

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令 測量法

対象者 市

務

民 事業期間 平成２０年

事

度 ～

実施方法 □直営　

業

■委託　□指定管理　

評

□補助・助成　□その

価

他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

４年度実績 ５年度

計

実績 ６年度実績 ７年度

名

計画

　 ・公共基準点復

担

旧　1点 　 ・公共基準

当

点復旧　3点
　 　
　 　

部

　 　
　　　―――――

建

―― 　　　―――――

設

――

成果

　公共基準点

部

は、財産管理の基本と

一

なる用地境界確定に資

般

するもので、今後も適

会

正な管理を要する。

課

計

題

指標名称（単位）
実

公

績値 目標値

４年度 ５年

共

度 ６年度 ７年度 ９年度

基

 
指標

 
指標

 
他市と

準

の
比較検証

点管理事業
担当課

Ｃ
　
事
　

土

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

木

千円
４年度 ５年度 ６年

管

度 ７年度 ６年度

（決算

理

） （決算） （決算） （

課

予算） 事業費内訳

事業

款

費　① 0 484 0 1,

項

000 合計 0 円

財
　

目

源

特定財源 0 0 0 0

一

担

般財源 0 484 0 1,

当

000

職員人件費　②

係

753 767 796 8

施

10

総事業費（①＋②

設

） 753 1,251 7

管

96 1,810

建
設
事

理

業

全体事業費（単位：

係

千円） 0 ６年度特定財

8

源名称

６年度までの累

1

積事業費 0

８年度以降

1

の事業費見込 0



1

7,218 円
需用費

道

139,370 円

財

路

　
源

特定財源 0 0 0 0

維

委託料 23,237,

持

500 円
使用料及び

係

賃借料 949,080 円

一般財源 26,452 26,666 25,177 46,195 負担金、補助及び
交付金 851,268 円

職員人件費　② 6,023 5,371 5,176 5,264

総事業費（①＋②） 32,475 32,037 30,353 51,459

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

都市基盤

基本施策 道路

和

･交通
施策体系

施策の

６

内容 道路の整備・保全

年

目
　
　
　
的

　建設事業

度

に必要な各種システム

評

の保守管理

主
た
る
内
容

価

　工事積算システム、

）

ＣＡＤシステム、占用

刈

等を行うことにより、

谷

事務の効率化及び迅速

市

システム及び道路ＧＩ

事

Ｓの運用管理を行う。

務

化を図る。

位
置
づ
け

関

事

連計画

根拠法令

対象者

業

市民、市職員 事業期間

評

～

実施方法 □直営　■

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

４年度実績 ５年度実

担

績 ６年度実績 ７年度計

当

画

・システム保守委託

部

　一式 ・システム保守

建

委託　一式 ・システム

設

保守委託　一式 ・シス

部

テム保守委託　一式
・

一

システム借上　一式 ・

般

システム借上　一式 ・

会

システム借上　一式 ・

計

システム借上　一式
・

建

道路ＧＩＳデータ更新

設

業務 ・道路ＧＩＳデー

関

タ更新業務 ・道路ＧＩ

係

Ｓデータ更新業務 ・道

シ

路ＧＩＳデータ更新業

ス

務
　委託　一式 　委託

テ

　一式 　委託　一式 　

ム

委託　一式

　道路ＧＩ

管

Ｓデータを更新し、最

理

新の地図データを市民

事

及び職員へ提供するこ

業

とができた。

成果

課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

４年度 ５年度

課

６年度 ７年度 ９年度

指

土

標

指標

他市との
比較検

木

証

管理課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

係

ス
　
ト

単位：千円
４年

施

度 ５年度 ６年度 ７年度

設

６年度

（決算） （決算

管

） （決算） （予算） 事

理

業費内訳

事業費　① 2

係

6,452 26,66

8

6 25,177 46,

1

195 合計 25,17



度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

都市基盤

基本施策 道路

令

･交通
施策体系

施策の

和

内容 道路の整備・保全

６

目
　
　
　
的

　道路維持

年

管理業務のために設置

度

された土木

主
た
る
内
容

評

　土木管理事務所の管

価

理を行う。
管理事務所

）

を管理し、円滑な道路

刈

維持管理業
務を行う。

谷

位
置
づ
け

関連計画  

根

市

拠法令  

対象者 市職員

事

事業期間 ～

実施方法 ■

務

直営　□委託　□指定

事

管理　□補助・助成　

業

□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　

１

業
　
実
　
績

４年度実績

）

５年度実績 ６年度実績

会

７年度計画

・光熱水費

計

等の支払い ・光熱水費

名

等の支払い ・光熱水費

担

等の支払い ・光熱水費

当

等の支払い
・施設の修

部

繕 ・施設の修繕 ・施設

建

の修繕 ・施設の修繕

　

設

土木管理事務所の維持

部

に必要な事務管理を行

一

った。

成果

課題

指標名

般

称（単位）
実績値 目標

会

値

４年度 ５年度 ６年度

計

７年度 ９年度

 
指標

 

管

指標
 

他市との
比較検

理

証

事務所管理事業
担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

当

ス
　
ト

単位：千円
４年

課

度 ５年度 ６年度 ７年度

土

６年度

（決算） （決算

木

） （決算） （予算） 事

管

業費内訳

事業費　① 3

理

61 858 341 3,

課

273 合計 340,6

款

62 円
需用費 284

項

,899 円

財
　
源

特

目

定財源 0 0 0 0 役務費

担

43,091 円
使用

当

料及び賃借料 12,6

係

72 円

一般財源 36

総

1 858 341 3,2

務

73

職員人件費　② 7

係

53 767 796 81

8

0

総事業費（①＋②）

2

1,114 1,625

1

1,137 4,083

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年



年度 ７年度 ９年度

成果 道路は、車・自転車・徒歩などで移動しやすいと思 67.4 ― 65.5 70.0 70.0
指標 う市民の割合（％）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 145,926 146,470 151,864 157,658 合計 151,864,465 円
報償費 1,259,635 円

財
　
源

特定財源 0 0 288 40 需用費 4,378,271 円
役務費 668,729 円

一般財源 145,926 146,470 151,576 157,618 委託料 134,710,081 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 12,047 10,358 12,742 13,768 5,092,560 円
原材料費 5,755,189 円

総事業費（①＋②） 157,973 156,828 164,606 171,426

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市基盤

基本

令

施策 道路･交通
施策体

和

系
施策の内容 道路の整

６

備・保全

目
　
　
　
的

　

年

市民と市が協働して快

度

適な道路環境づくり

主

評

た
る
内
容

　道路の草刈

価

や路面清掃、冠水表示

）

板等の維
を推進する。

刈

持管理を行うとともに

谷

、ボランティア団体等

市

が行う清掃活動に対し

事

て支援する。

位
置
づ
け

務

関連計画  

根拠法令 道

事

路法

対象者 市民 事業期

業

間 ～

実施方法 ■直営　

評

■委託　□指定管理　

価

■補助・助成　■その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

４年度実績 ５年度

名

実績 ６年度実績 ７年度

担

計画

・路面、側溝等清

当

掃業務委託 ・路面、側

部

溝等清掃業務委託 ・路

建

面、側溝等清掃業務委

設

託 ・路面、側溝等清掃

部

業務委託
・草刈業務委

一

託 ・草刈業務委託 ・草

般

刈業務委託 ・草刈業務

会

委託
・路面冠水表示板

計

保守点検業 ・路面冠水

道

表示板保守点検業 ・路

路

面冠水表示板保守点検

管

業 ・路面冠水表示板保

理

守点検業
　務委託 　務

事

委託 　務委託 　務委託

業

・地下道排水設備保守

担

点検業 ・地下道排水設

当

備保守点検業 ・地下道

課

排水設備保守点検業 ・

土

地下道排水設備等保守

木

点検
　務委託 　務委託

管

　務委託 　業務委託
・

理

ボランティア団体（各

課

地 ・ボランティア団体

款

（各地 ・ボランティア

項

団体（各地 ・ボランテ

目

ィア団体（各地
　区）

担

の清掃活動 　区）の清

当

掃活動 　区）の清掃活

係

動 　区）の清掃活動
・

施

道路維持管理支援シス

設

テム ・道路維持管理支

管

援システム ・道路維持

理

管理支援システム ・道

係

路維持管理支援システ

8

ム
　導入 　運用 　運用

2

　運用
　路面清掃や草

2

刈等を行うことにより

道

、安全で快適な道路環

路

境の維持を図ることが

維

できた。

成果

　

課題

指

持

標名称（単位）
実績値

係

目標値

４年度 ５年度 ６



に基づき補修を行うことにより、安全で快適な道路環境の維持を図ることができた。

　道路施設の老朽化が進み、補修要望や問合せも増加しており、補修対応が難しくなっている。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 道路は、車・自転車・徒歩などで移動しやすいと思 67.4 65.5 70.0 70.0
指標 う市民の割合（％）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 685,214 836,375 700,110 634,543 合計 700,110,201 円
委託料 34,801,800 円

財
　
源

特定財源 268,085 339,318 353,427 432,627 工事請負費 661,431,100 円
原材料費 3,108,601 円

一般財源 417,129 497,057 346,683 201,916 負担金、補助及び
交付金 768,700 円

職員人件費　② 16,941 16,880 16,325 16,

Ｄ

603

総事業費（①＋

　

②） 702,155 8

　

53,255 716,

　

435 651,146

Ｏ

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ６年度

　

特定財源名称

６年度ま

∧

での累積事業費 0 道路

　

占用料
社会資本整備総

　

合交付金（国

８年度以

実

降の事業費見込 0 ）
道

　

路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ事業費

　

補助金（国

施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市基盤

基本施策 道路･

令

交通
施策体系

施策の内

和

容 道路の整備・保全

目

６

　
　
　
的

　道路等の維

年

持補修を行うことによ

度

り、交通

主
た
る
内
容

○

評

道路施設等の補修及び

価

資材等の調達
安全の推

）

進及び通行の安全確保

刈

を図る。

位
置
づ
け

関連

谷

計画  

根拠法令 道路法

市

 

対象者 市民 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　■

務

委託　□指定管理　□

事

補助・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

１

績

４年度実績 ５年度実

）

績 ６年度実績 ７年度計

会

画

・道路舗装の改修、

計

補修、計 ・道路舗装の

名

改修、補修 ・道路舗装

担

の改修、補修 ・道路舗

当

装の改修、補修
　画策

部

定 ・道路側溝の改修、

建

補修 ・道路側溝の改修

設

、補修 ・道路側溝の改

部

修、補修
・道路側溝の

一

改修、補修 ・道路後退

般

に伴う舗装修繕 ・道路

会

後退に伴う舗装修繕 ・

計

道路後退に伴う舗装修

道

繕
・道路後退に伴う舗

路

装修繕 ・道路土工構造

補

物の補修 ・横断歩道橋

修

の補修 ・路面下空洞調

事

査業務委託
・道路土工

業

構造物の補修 ・横断歩

担

道橋の補修 ・路面下空

当

洞調査業務委託 ・歩道

課

防草対策工事
・横断歩

土

道橋の補修、計画策 ・

木

門柱標識の点検、計画

管

策定 ・歩道防草対策工

理

事 ・道路補修用資材の

課

購入
　定 ・路面下空洞

款

調査業務委託 ・道路補

項

修用資材の購入
・路面

目

下空洞調査業務委託 ・

担

歩道防草対策工事 ・土

当

木構造物の計画策定
・

係

歩道防草対策工事 ・道

道

路補修用資材の購入
・

路

道路補修用資材の購入

維

　住民・地区からの要

持

望や日常の道路パトロ

係

ール、あいかり、みち

8

ログ、空洞調査などに

2

より、道路施設の損傷

2

個所や劣

成果
化箇所を迅速かつ的確に把握し、施設の補修に対応することができた。また道路土工構造物や横断歩道橋の定期点検結果



0 0 0 60 役務費 269,728 円
公課費 72,500 円

一般財源 1,519 1,376 1,691 2,303

職員人件費　② 753 767 796 810

総事業費（①＋②） 2,272 2,143 2,487 3,173

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

基盤

基本施策 道路･交

令

通
施策体系

施策の内容

和

道路の整備・保全

目
　

６

　
　
的

　円滑な業務を

年

行うため、道路維持管

度

理業務

主
た
る
内
容

　業

評

務車の車検及び修繕等

価

を行う。
に用いる業務

）

車を最適な状態に保つ

刈

。

位
置
づ
け

関連計画  

谷

根拠法令  

対象者 市職

市

員 事業期間 ～

実施方法

事

■直営　■委託　□指

務

定管理　□補助・助成

事

　□その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事

式

　
業
　
実
　
績

４年度実

１

績 ５年度実績 ６年度実

）

績 ７年度計画

・普通貨

会

物自動車　2台 ・普通

計

貨物自動車　2台 ・普

名

通貨物自動車　2台 ・

担

普通貨物自動車　2台

当

・大型特殊自動車　1

部

台 ・小型貨物自動車　

建

2台 ・小型貨物自動車

設

　2台 ・小型貨物自動

部

車　3台
・小型貨物自

一

動車　2台 ・軽貨物自

般

動車　　1台 ・軽貨物

会

自動車　　1台 ・軽貨

計

物自動車　　1台
・軽

業

貨物自動車　　1台

　

務

業務車の点検、修繕を

車

行い、適正な車両管理

管

を実施した。

成果

　年

理

式の古い業務車につい

事

ては、修繕費が高くな

業

ることもあるため、順

担

次車両の入替えなども

当

検討していく必要があ

課

る。

課題

指標名称（単

土

位）
実績値 目標値

４年

木

度 ５年度 ６年度 ７年度

管

９年度

 
指標

 
指標

 

理

他市との
比較検証

課

款 項 目 担当係 総

Ｃ

務

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
４年度 ５年

8

度 ６年度 ７年度 ６年度

2

（決算） （決算） （決

2

算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,519 1,376 1,691 2,363 合計 1,691,260 円
需用費 1,349,032 円

財
　
源

特定財源



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市基盤

基本施策 道

令

路･交通
施策体系

施策

和

の内容 道路の整備・保

６

全

目
　
　
　
的

　降雪等

年

による市道の凍結を防

度

ぎ、道路交通

主
た
る
内

評

容

　降雪等による市道

価

の凍結を防ぐため、雪

）

氷
の安全を図る。 凍結

刈

防止剤散布を行う。

位

谷

置
づ
け

関連計画  

根拠

市

法令  

対象者 市民 事業

事

期間 ～

実施方法 ■直営

務

　■委託　□指定管理

事

　□補助・助成　□そ

業

の他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　

１

実
　
績

４年度実績 ５年

）

度実績 ６年度実績 ７年

会

度計画

　 ・凍結防止剤

計

散布 1回 　 ・降雪時

名

等、路面凍結のおそ
　

担

　 　れがある場合に散

当

布予定
　 　
　 　
　　　

部

――――――― 　　　

建

―――――――

成果

 

設

課題

指標名称（単位）

部

実績値 目標値

４年度 ５

一

年度 ６年度 ７年度 ９年

般

度

 
指標

 
指標

 
他市

会

との
比較検証

計
雪氷凍結対策事

Ｃ
　
事

業

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

担

：千円
４年度 ５年度 ６

当

年度 ７年度 ６年度

（決

課

算） （決算） （決算）

土

（予算） 事業費内訳

事

木

業費　① 0 561 92

管

1,200 合計 92,

理

400 円
需用費 92

課

,400 円

財
　
源

特

款

定財源 0 0 0 0

一般財

項

源 0 561 92 1,2

目

00

職員人件費　② 1

担

,129 1,151 1

当

,195 1,215

総

係

事業費（①＋②） 1,

施

129 1,712 1,

設

287 2,415

建
設

管

事
業

全体事業費（単位

理

：千円） 0 ６年度特定

係

財源名称

６年度までの

8

累積事業費 0

８年度以

2

降の事業費見込 0

2



16 44,225 33,000 合計 44,225,401 円
公有財産購入費 34,350,401 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 9,875,000 円

一般財源 31,969 49,616 44,225 33,000

職員人件費　② 4,141 4,220 4,380 5,264

総事業費（①＋②） 36,110 53,836 48,605 38,264

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市基盤

基本施策

令

道路･交通
施策体系

施

和

策の内容 道路の整備・

６

保全

目
　
　
　
的

　狭あ

年

い道路の解消を促進し

度

、生活道路を整

主
た
る

評

内
容

・建築基準法第4

価

2条第2項の規定によ

）

り後退す
備することで

刈

良好な市街地形成を促

谷

すととも る用地の測量

市

、幅員4ｍとするため

事

の用地購入
に､生活環

務

境の向上を図る。 、後

事

退用地の測量及び構造

業

物撤去費の補助を
行う

評

。
・地元協力会の協力

価

を得て、路線的な道路

シ

後
退、整備を行なう。

ー

　

位
置
づ
け

関連計画  

ト

根拠法令  

対象者 市民

（

事業期間 平成２０年度

様

～

実施方法 □直営　■

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 建設

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

４年度実績 ５年度実

一

績 ６年度実績 ７年度計

般

画

・用地購入 18件

会

　　 ・用地購入 41

計

件　　 ・用地購入 2

狭

6件 ・用地購入 18

あ

件　　
・寄附　　  

い

8件 ・寄附　　 11

道

件 ・寄附　　  7件

路

・補助金   20件

整

・補助金   23件

備

・補助金   34件

事

・補助金   31件

業

・その他申請に応じて

担

対応

　道路後退用地の

当

測量等を行い、その用

課

地を購入することによ

土

り、道路幅4ｍを確保

木

できた。

成果

課題

指標

管

名称（単位）
実績値 目

理

標値

４年度 ５年度 ６年

課

度 ７年度 ９年度

 
指標

款

 
指標

 
他市との
比較

項

検証

目 担当係 施設管理

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

係

　
ス
　
ト

単位：千円
４

8

年度 ５年度 ６年度 ７年

2

度 ６年度

（決算） （決

3

算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 31,969 49,6



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市基盤

基本施策 道

令

路･交通
施策体系

施策

和

の内容 道路の整備・保

６

全

目
　
　
　
的

　地区要

年

望に応え、見通しの悪

度

い交差点にお

主
た
る
内

評

容

　隅切り等の用地を

価

取得するため用地測量

）

、
ける隅切用地等を取

刈

得し、通行の安全を確

谷

保 土地購入、物件移転

市

補償を行う。
する。

位

事

置
づ
け

関連計画

根拠法

務

令

対象者 市民 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　■

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

４年度実績 ５年度実

計

績 ６年度実績 ７年度計

名

画

・公共用地取得面積

担

 2.24㎡ 　 　 ・地

当

区要望にて随時
　 　
　

部

　
　 　
　　　――――

建

――― 　　　――――

設

―――

成果

課題

指標名

部

称（単位）
実績値 目標

一

値

４年度 ５年度 ６年度

般

７年度 ９年度

指標

指標

会

他市との
比較検証

計
公共用地取得事

Ｃ

業

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
４年度 ５年

当

度 ６年度 ７年度 ６年度

課

（決算） （決算） （決

土

算） （予算） 事業費内

木

訳

事業費　① 823 3

管

85 0 3,608 合計

理

0 円

財
　
源

特定財源

課

0 0 0 0

一般財源 82

款

3 385 0 3,608

項

職員人件費　② 1,1

目

29 1,151 1,1

担

95 1,620

総事業

当

費（①＋②） 1,95

係

2 1,536 1,19

施

5 5,228

建
設
事
業

設

全体事業費（単位：千

管

円） 0 ６年度特定財源

理

名称

６年度までの累積

係

事業費 0

８年度以降の

8

事業費見込 0

2 3



る箇所が増加することが予想され、計画的に修繕を行っていく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 101,596 82,526 92,589 98,314 合計 92,589,179 円
需用費 16,569,384 円

財
　
源

特定財源 3,028 2,292 3,173 4,994 役務費 962,531 円
委託料 71,641,107 円

一般財源 98,568 80,234 89,416 93,320 使用料及び賃借料
3,366,912 円

職員人件費　② 4,894 4,987 5,973 6,074 負担金、補助及び
交付金 49,245 円

総事業費（①＋②） 106,490 87,513 98,562 104,388

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 道路占用料、みなくる広場使
用料、行政財産目的外使用料

８年度以降の事業費見込 0 土地建物貸付収入
刈谷駅北地区広場使用料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市基盤

基本施策

令

市街地･住環境
施策体

和

系
施策の内容 市街地の

６

整備・改善

目
　
　
　
的

年

　市内の駅前広場の維

度

持管理を行い、安全で

評

主
た
る
内
容

　市内の駅

価

前広場、刈谷駅南北連

）

絡通路の清
快適な施設

刈

を維持する。 掃､点検

谷

及び修繕等を行う。

位

市

置
づ
け

関連計画  

根拠

事

法令 刈谷駅周辺地区広

務

場条例

対象者 市民 事業

事

期間 ～

実施方法 ■直営

業

　■委託　□指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

４年度実績 ５年

計

度実績 ６年度実績 ７年

名

度計画

・刈谷駅南北連

担

絡通路点検 ・東刈谷駅

当

前広場他便所清掃 ・東

部

刈谷駅前広場他便所清

建

掃 ・東刈谷駅前広場他

設

便所清掃
・東刈谷駅前

部

広場他便所清掃 ・刈谷

一

駅北口、刈谷駅南口駅

般

・刈谷駅北口、刈谷駅

会

南口駅 ・刈谷駅北口、

計

刈谷駅南口駅
・刈谷駅

駅

北口、刈谷駅南口駅 　

前

前広場清掃 　前広場清

広

掃 　前広場清掃
　前広

場

場清掃 ・富士松駅前広

等

場噴水保守点 ・富士松

管

駅前広場噴水保守点 ・

理

富士松駅前広場噴水保

事

守点
・富士松駅前広場

業

噴水保守点 　検 　検 　

担

検
　検 ・野田新町駅他

当

エレベーター ・野田新

課

町駅他エレベーター ・

土

野田新町駅他エレベー

木

ター
・野田新町駅他エ

管

レベーター 　保守点検

理

　保守点検 　保守点検

課

　保守点検 ・刈谷駅エ

款

スカレーター保守 ・刈

項

谷駅エスカレーター保

目

守 ・刈谷駅エスカレー

担

ター保守
・刈谷駅エス

当

カレーター保守 　点検

係

　点検 　点検
　点検 ・

施

施設等修繕 ・施設等修

設

繕 ・施設等修繕
　施設

管

の老朽化による損傷及

理

び故意による破損に迅

係

速に対応した。

成果
　

8

職員による駅前広場等

4

の夜間パトロールを実

3

施し、修繕箇所の早期発見に努めた。

　経年劣化により修繕を要す



1,943,200 円
委託料 4,620,000 円

財
　
源

特定財源 0 2,400 8,000 430,227 工事請負費 57,323,200 円

一般財源 0 31,406 53,943 0

職員人件費　② 0 1,918 4,380 4,454

総事業費（①＋②） 0 35,724 66,323 434,681

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市基盤

基本施策

令

市街地･住環境
施策体

和

系
施策の内容 市街地の

６

整備・改善

目
　
　
　
的

年

　市内の駅前広場の維

度

持管理を行い、安全で

評

主
た
る
内
容

　市内の駅

価

前広場、刈谷駅南北連

）

絡通路の改
快適な施設

刈

を維持する。 修、更新

谷

を行なう。

位
置
づ
け

関

市

連計画

根拠法令 刈谷駅

事

周辺地区広場条例

対象

務

者 市民 事業期間 ～

実施

事

方法 ■直営　■委託　

業

□指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

会

度実績 ５年度実績 ６年

計

度実績 ７年度計画

　 ・

名

刈谷駅エスカレーター

担

部品 ・刈谷駅南北連絡

当

通路エキス ○刈谷駅南

部

北連絡通路
　 　取替（

建

上り） 　パンジョイン

設

ト取替 ・天井板改修
　

部

・刈谷駅エレベーター

一

防犯カ ・刈谷駅南北連

般

絡通路中央部 ・内壁意

会

匠改修
　 　メラ取替（

計

１号機） 　屋根改修 ・

駅

階段屋根塗装
　　　―

前

―――――― ・みなく

広

る広場フットライト ・

場

刈谷駅南北連絡通路北

等

側延 ・中央部屋根改修

改

　更新 　伸部屋根補修

修

・富士松駅女子トイレ

事

補修 ・刈谷駅エスカレ

業

ーター部品
・小垣江駅

担

男子トイレ壁面補 　取

当

替（下り）
　修 ・小垣

課

江駅駅前広場時計設置

土

成果

課題

指標名称（単

木

位）
実績値 目標値

４年

管

度 ５年度 ６年度 ７年度

理

９年度

活動
指標
活動
指

課

標

他市との
比較検証

款 項 目 担当係 施設管

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

理

ト

単位：千円
４年度 ５

係

年度 ６年度 ７年度 ６年

8

度

（決算） （決算） （

4

決算） （予算） 事業費

3

内訳

事業費　① 0 33,806 61,943 430,227 合計 6



決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 112,384 106,200 106,505 147,994 合計 106,504,606 円
需用費 5,390,776 円

財
　
源

特定財源 112,384 106,200 106,505 147,949 役務費 699,645 円
委託料 100,404,945 円

一般財源 0 0 0 45 使用料及び賃借料 9,240 円

職員人件費　② 6,023 5,755 5,575 5,264

総事業費（①＋②） 118,407 111,955 112,080 153,258

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
駐車場使用料

８年度以降の事業費見込 0 土地建物貸付収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市基盤

基本

令

施策 道路･交通
施策体

和

系
施策の内容 公共交通

６

の利便性向上

目
　
　
　

年

的

　公共駐車場及び駐

度

輪場の適正な維持管理

評

と

主
た
る
内
容

　公共駐

価

車場及び駐輪場の清掃

）

、樹木剪定及
効率的な

刈

運営を行うことにより

谷

利用者サービ び設備の

市

点検保守等を行う。
ス

事

の向上を図る。

位
置
づ

務

け

関連計画  

根拠法令

事

駐車場法、公共駐車場

業

条例

対象者 市民 事業期

評

間 昭和４５年度 ～

実施

価

方法 ■直営　■委託　

シ

■指定管理　□補助・

ー

助成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ

名

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

担

度実績 ５年度実績 ６年

当

度実績 ７年度計画

・駐

部

車場運営管理(指定管

建

理) ・駐車場運営管理

設

(指定管理) ・駐車場

部

運営管理(指定管理)

一

・駐車場運営管理(指

般

定管理)
　　12箇所

会

　　12箇所 　　12

計

箇所 　　12箇所
・駐

駐

輪場管理(直営・委託

車

) ・駐輪場管理(直営

場

・委託) ・駐輪場管理

等

(直営・委託) ・駐輪

管

場管理(直営・委託)

理

　  27箇所 　  

事

28箇所 　  29箇

業

所 　  29箇所

　指

担

定管理者による週末の

当

駐車場受付業務等、効

課

率的な運営及び適正な

土

管理により、利用者の

木

サービス向上に繋がっ

管

た。

成果

　駐車場等の

理

施設は経年により劣化

課

することから、計画的

款

に修繕をする必要があ

項

る。

課題

指標名称（単

目

位）
実績値 目標値

４年

担

度 ５年度 ６年度 ７年度

当

９年度

 
指標

 
指標

他

係

市との
比較検証

総務係

8 4 7 施設

Ｃ
　

管

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

理

位：千円
４年度 ５年度

係

６年度 ７年度 ６年度

（



700 円

財
　
源

特定財源 6,727 39,442 22,723 15,749

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 1,129 2,302 80 81

総事業費（①＋②） 7,856 41,744 22,803 15,830

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 駐車場使用料

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市基盤

基本

令

施策 道路･交通
施策体

和

系
施策の内容 公共交通

６

の利便性向上

目
　
　
　

年

的

　公共駐車場及び駐

度

輪場の適正な維持管理

評

と

主
た
る
内
容

○相生駐

価

車場
効率的な運営を行

）

うことにより利用者サ

刈

ービ ・屋上防水
スの向

谷

上を図る。 ・高圧受変

市

電設備改修
○東刈谷駅

事

北口立体自転車駐車場

務

サイクルコ
　ンベア補

事

修

位
置
づ
け

関連計画

根

業

拠法令 駐車場法、公共

評

駐車場条例

対象者 市民

価

事業期間 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　■指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

４年度実績

当

５年度実績 ６年度実績

部

７年度計画

・相生駐車

建

場 ・神田駐車場 ・刈谷

設

駅北口自転車駐車場整

部

・相生駐車場高圧受変

一

電設備
　　監視カメラ

般

更新 　　監視カメラ更

会

新 　備 　改修
　　外壁

計

改修 ・東刈谷駅北口立

駐

体自転車駐
・相生駐車

車

場 　車場サイクルコン

場

ベア補修
　　屋外照明

等

ＬＥＤ化 （Ｒ6繰越分

改

）
・刈谷駅北口自転車

修

駐車場整 ・相生駐車場

事

屋上防水改修
　備

　駐

業

車場利用者の利便性や

担

安全性の向上を図るこ

当

とができた。

成果

課題

課

指標名称（単位）
実績

土

値 目標値

４年度 ５年度

木

６年度 ７年度 ９年度

指

管

標
活動
指標

他市との
比

理

較検証

課

款 項 目 担当係 総

Ｃ
　
事
　
業
　

務

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

４年度 ５年度 ６年度 ７

8

年度 ６年度

（決算） （

4

決算） （決算） （予算

7

） 事業費内訳

事業費　

施

① 6,727 39,4

設

42 22,723 15

管

,749 合計 22,7

理

22,700 円
工事

係

請負費 22,722,


